
金沢市建築基準法第 51条ただし書き許可に伴う           
都市計画審議会付議基準 

 
                       平成 24年 1月 4日施行 

 
１．趣旨 
  この基準は、建築基準法（昭和 25年法律第 201号。以下「法」という。）
第 51 条ただし書きの規定による許可（以下「許可」という。）に係る都市計
画審議会付議に関し必要な事項を定めるものとする。 

 
２．適用範囲 
  この基準は、建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338号。以下「令」とい
う。）第 130条の 2の 2に規定する処理施設を新たに設ける場合に適用する。 

 
３．用語の定義 
  この基準における用語の意義は次に定めるもののほか、法及び令の例によ

る。 
 （１）住居系用途地域 

 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層

住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種

住居地域及び準住居地域 
（２）学校 
     学校教育法第 1 条の学校（小学校、中学校、高等学校、中等教育学

校、大学、高等専門学校、特別支援学校および幼稚園）及び同法にい

う専修学校、各種学校。 
（３）集落 

 地形、地勢、地物等からみた自然的条件及び地域住民の社会生活に

係る文教、交通、利便、コミュニティ、医療等の施設利用の一体性そ

の他からみた社会的条件に照らし独立して一体的な日常生活圏を構成

していると認められるもので、おおむね 50戸の建築物が連たんしてい
るもの。 

 （４）最寄りの民家  
新たに設ける処理施設の設置位置から水平距離で一番短い距離にあ

る住宅 

 
 



４．対象施設 
 この基準の対象となる施設は、次のいずれかに該当する処理施設とする。 
 （１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令(昭和 46年政令第 300号)第

5条第 1項に掲げるごみ処理施設 
 （２）同令第 7条第 1号から第 13号の 2までに掲げる産業廃棄物処理施設。 

 
５．計画基準 
 付議する計画は次に掲げる基準すべてに適合すること。 
 （１）市街化区域内 
   １）敷地の位置 
     イ 工業地域又は工業専用地域であること 
     ロ 住居系用途地域、学校、保育所及び病院から 100m 以上離れて

いること。 
   ２）道路 
     イ 搬入、搬出口に接する道路は幅員 8m以上確保されていること。 
     ロ 対象施設に処理物資等を搬入し、又は搬出する際に通行する道

路沿道の生活環境に著しい影響や当該道路の交通に支障を与え

ないこと。 
   ３）環境保全 
     イ 敷地内の緑化に努めること。 
   ４）近隣説明 

イ 周辺環境に影響を与えるおそれがあると市長が判断した場合、

市長が定める区域において、その区域の居住者、土地の所有者

及び建築物の所有者に説明を行い、計画内容に十分理解が得ら

れていること 
   ５）その他 
     イ 公害防止対策を万全に行うこと。 

ロ 他法令・条例等の許認可が得られること。 

 
 （２）市街化調整区域内 
   １）敷地の位置 
     イ 集落、学校、保育所、老人ホーム等これらに類するもの及び病

院から 100m以上離れていること。 
   ２）道路 

イ 搬入、搬出口に接する道路は幅員 8m以上確保されていること。 
     ロ 対象施設に処理物資等を搬入し、又は搬出する際に通行する道



路沿道の生活環境に著しい影響や当該道路の交通に支障を与え

ないこと。 
   ３）環境保全 
     イ 騒音については最寄りの民家において 50dB以下、振動について

は最寄りの民家において 60dB以下となること。 
     ロ 敷地内の緑地率は 20%以上確保すること。 

 
   ４）近隣説明 
     イ 敷地境界線より直線距離で 500m以内の居住者、土地の所有者

及び建築物の所有者に説明を行い、計画内容に十分理解が得ら

れていること。 
     ロ 他の法令、条例に基づき関係地域住民に対する周知又は説明会

を行った場合で、イに定める区域すべて含まれている場合はこ

の限りではない。 
     ハ その他市長が定める区域において、その区域の居住者、土地の

所有者及び建築物の所有者に説明を行い、計画内容に十分理解

が得られていること。 
５）その他 

     イ 公害防止対策を万全に行うこと。 
ロ 他法令・条例等の許認可が得られること。 

 
 


